


















for Teaching and Leadership、以下NCTL）による不適格教師に対する規制措置とその運用
状況を明らかにすることを目的とする。イングランドでは2000年に総合教職評議会（General 
























（General Teaching Council for England、以下 GTCE）が2011年教育法によって廃止され、不
適格教師を規制する権限が教育大臣に移った。そして、この教育大臣の権限は、準自律的非政
府組織（Quasi-Autonomous Non-Governmental Organisations）の再編により、教職支援機関
（Teaching Agency）を経て、2013年 4 月 1 日より実質的に NCTL が担うことになった。
　NCTL は、2000年に非政府組織として設置され活動を続けてきた全国学校管理職支援組織

































　NCTL は１名の長官が統括するが、長官の下に 2 人の局長が置かれ、その下に、教師問題、
教師や管理者の現職教育、教師教育、学校改善や学校教育、幼児教育、職務管理・財政等々
を担当する10人の副局長が置かれている４）。コヴェントリー庁舎においては、教師問題担当副
局長をトップに、その下に教師不法行為担当長（Head of Teacher Misconduct Unit）、さらに
その下に審査マネージャー（Hearing Manager）が置かれている。そして、審査マネージャー







































わりがある場合、あるいは判断が難しい場合は、NCTL 及び DBS の両者に通告がなさ


















































　 　2012年の規則に基づき審査会委員は、現在教育活動を行っているか、または過去 5 年以内
に教師として勤務していた教師委員、またかつて教師をしていた元教師委員、及び一般市民
の委員の 3 つのカテゴリーから成っている。これらの委員は公職任命委員会（Commissioner 
for Public Appointments）が設定する原則及び規定に従って選任され、教育大臣によって














を持っている。任期は 2 年から 4 年でそれを過ぎると見直しがなされる。希望により再任は
可能であり、最長10年まで務めることができる。給与は支給されないが、旅費などの実費は
必要に応じて支給される。委員は一般的に年間12日～20日間審査会に出席する。審査委員を
















































































































の権限を引き継いで以来2016年 3 月までに、教職支援機関、及び NCTL に通告された件数は
表 1 の通りである19）。





されている。また 7 名が禁止命令措置を不服として高等法院に訴え、6 名が実質的に却下さ













年/通告主体 学校 DBS 警察 一般市民 総計
2012年 4 月～
2013年 3 月
252 254 383  45 934
2013年 4 月～
2014年 3 月
218 294 294  71 877
2014年 4 月～
2015年 3 月
240 406 208 113 967
2015年 4 月～
2016年 3 月





















は審査会の傍聴についてガイド文書を出している23）。それによれば NCTL の審査事案は、1 週
年度/　審査状況 審査会審査件数 教職従事禁止命令 処分なし 被疑事実確認不可
2012年 4 月～
2013年 3 月
122  96  26 　0
2013年 4 月～
2014年 3 月
 77  66  11 　0
2014年 4 月～
2015年 3 月
129 105  21 　3
2015年 4 月～
2016年 3 月
117 105  12 　0
2016年 4 月～
2017年 3 月
139 119  18 　2











年齢/ 男女 男 女 合　計
20歳～29歳  14  7  21
30歳～39歳  56 15  71
40歳～49歳  45 18  63
50歳～59歳  31 16  47
60歳以上　  16  6  22
総　計 162 62 224
表３　教職従事禁止命令決定者の男女別年齢別構成



















査会の審理を傍聴することができた。この日は 3 件の審理が予定されていたが、2 件は教育省
庁舎内の審査室で、また 1 件は教育省が年間契約を結んでいる隣接のラマダホテル（Ramada 
Hotel）において行われた。係官の話では、審査件数が多い場合は、この他コヴェントリー市
内の他の 2 か所を借りて審査がなされるとのことであった。筆者は教育省庁舎内の 2 つの部屋

























































いるときに現場に居合わせたこと、1 人の生徒の家で寝たこと、自分の家で生徒 2 人と寝たこ

























































































 2 ）Dubsky 2014.
 3 ）NCTL2015①, pp.5～6.
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 5 ）NCTL内部文書、及びイギリス政府への情報公開請求で得た情報。NCTL Response:2017-0017485:0196088.
 6 ）Statutory Instruments, 2012 No.560.
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12）NCTL2015②, p.4～5.
13）Education（Induction Arrangements for School Teachers）（England）Regulations 2012.
14）NCTL2015①, pp.10～11.
15）NCTL2015①, pp.8～9.
16）DfE Teacher Standards, 2011, p.10, p.14.
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CRM:0196083.2017年 4 月末現在EU離脱と関わって、その在り方や国内法の制定などが検討されている。





21）NCTL2015③, pp.14～15, 2016①, pp.22.




25）NCTL2016⑥, pp.20～24. なお、ロスケリー、マッケイの審査報告は、ウエブサイト上のTeacher 
misconduct panel outcomeによった。
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